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表 1 Ａ産業とＢ産業からなる経済の産業連関表
（出所）筆者作成。
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（出所）総務省 (2020)，「図 1─ 1，平成 27 年（2015 年）産業連関表からみた財・
サービスの流れ」(p. 5) に基づいて筆者作成
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3．付加価値税
3.1 付加価値税の課税ベース
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2017 年度において 410 兆円（民間消費 303 兆円，政府消費 107 兆円）である。





額である 410 兆円の 8%の税収があがる。しかし，その割合は 5.4%なの






消費税の税率は，1989 年 4 月の創設時では 3% であった。その後，
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https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/d04.htm











Hall, Robert and Alvin, Rabushka, 2007, The Flat Tax, Hoover Institution Press.










日本の経済産業省は 2019 年 7 月 1 日，これまでの対韓輸出管理制度の
強化を突然発表した。現職大統領弾劾という前代未聞の不幸な歴史の上で，
2017 年 5 月に登場した現文在寅政府が韓日摩擦の最大の争点である慰安
婦問題に対する政府間合意などを一方的に破棄し，反日，反韓感情が日に
日に高まっていく最中のことであった。特に，米中貿易摩擦と世界経済の
停滞が重なり，両国経済にも潜在成長率低下傾向など暗雲が立ち込める時
のことであった。
両国関係は 1965 年国交正常化以来の最悪の瞬間を向えつつあった。両
国国民と有識者らは固唾を呑んで日本政府の対応を見守っていた。北朝鮮
と中国はこの韓日間での亀裂を既存の韓米日連帯を揺るがすチャンスとみ
ていたふしも否定できない。日本政府としては単なる輸出管理上での優遇
措置の変更に過ぎながったが，それは両国にとっての経済，ヒト・モノ・
カネ・情報取引のみならず朝鮮半島を取り巻く国際政治・軍事・安保情勢
にも波紋を投げかける対応とも言い切れない。このように考えると，日本
政府側の制裁措置も一方的であるのと合わせ，韓国政府側の輸出管理上の
対応にも問題があったとも考えられるなど，世間にはその判断基準が恣意
的で曖昧であり，証拠が明確でないと見做されていた。
そこではまず，日本側から 7月 4日からフッ化水素，フッ化ポリイミド，
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